
令和 2 年 3 月

令和 2 年度 令和 16 年度

１．事業概要

＊1 最大出力については保有している発電施設のうち最大のものを記載。年間発電電力量及び年間電力料収入は、保有する全ての発電施設の合計を記載。

 kwh当たり単価及び平均施設稼働年数は、保有する全ての発電施設の平均を記載。

H２８ H２９ H３０

H２８ H２９ H３０

H２８ H２９ H３０

H２８ H２９ H３０

＊2　ここでいう資金不足比率とは、地方財政法による資金不足比率を指し、以下の算式により算出するものとする。

資金不足比率〔法適用企業の場合〕　=　（地方財政法第15条第１項により算定した資金の不足額）／（（営業収益）－（受託工事収益）） ×100

資金不足比率〔法非適用企業の場合〕　=　（地方財政法第16条第１項により算定した資金の不足額）／（（営業収益）－（受託工事収益）） ×100

最 大 出 力 ＊ 1

美浦村電気事業経営戦略

１，９８０kw

（１）事業形態等

　１人職 員 数

団 体 名 ： 美　浦　村

事 業 名 ： 美浦村電気事業

策 定 日 ：

～

法適用（全部適用・一部適
用）・法非適用の区分

計 画 期 間 ：

１箇所太陽光発電

ごみ発電 箇所

Ｆ Ｉ Ｔ 適 用 販 売 施 設 数

年 間 電 力 料 収 入 ＊ 1

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
１０１，６３９千円 １０１，０７２千円 １００，０６２千円

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

233.3％

法適用（全部適用）

水力発電 （平成３０年度）　２，７８０kwh

（２）現在の経営状況

５７，０５１千円

資 金 不 足 比 率 ＊ 2

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0％ 0％ 0％

【上記の指標等を踏まえた現在の経営状況の分析】

　平成27年3月27日より発電を開始。効率的な運営管理の実施により、安定した電力料収入が得られている。

233.2％ 232.6％

５７，８０２千円
純 損 益

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
５８，０７４千円

箇所

発 電 施 設 数

平 均 施 設 稼 働 年 数 ＊ 1 ５年

箇所

箇所

風力発電

年 間 発 電 電 力 量 ＊ 1

kwh 当 た り 単 価 ＊ 1 36.0円



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

①収支計画のうち投資についての説明

②収支計画のうち財源についての説明

③収支計画のうち投資以外の経費についての説明

４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

発電量等のモニタリングを実施し、経営戦略の事後検証、見直しを行う。

◆発電施設修繕料
効率的な発電を持続するために、パワーコンディショナー等の定期的な部品更新、修繕を行っていく。

◆売電収入
太陽光パネルの劣化率を年0.2％で推定し売電金額を算定している。天候不順による減収リスク等を考慮し売電金額を厳しく

算定している。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

◆一般管理費
保安管理業務の外部委託費用、構内除草委託費用、保険料、需用費等

　財務省が所管する美浦村大山地内の東京医科歯科大学霞ヶ浦分院跡地を購入。村が大規模な太陽光発電設備を設置し電
力の供給を行うことにより、当該土地の有効活用を図ると共に、国が進める低炭素社会の構築、再生可能エネルギーの普及に
貢献することとする。
　また本事業の収益については、環境への負荷の少ない地球温暖化対策機器設置等への補助を行い、今後も住民の安全で
暮らしやすいまちづくりを推進することとする。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）H30 R1 R2 （単位：千円，％）

年 度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 100,062 90,896 90,714 90,533 90,352 90,171 89,991 89,811 89,631 89,452 89,273 89,094 88,916 88,738 88,561 88,384 88,207
(1) 100,062 90,896 90,714 90,533 90,352 90,171 89,991 89,811 89,631 89,452 89,273 89,094 88,916 88,738 88,561 88,384 88,207
(2) (B)
(3)

２． 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
(1)

(2)
(3) 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

(C) 100,065 90,899 90,717 90,536 90,355 90,174 89,994 89,814 89,634 89,455 89,276 89,097 88,919 88,741 88,564 88,387 88,210
１． 40,622 39,484 39,449 45,516 39,449 39,449 39,669 39,449 47,738 39,669 39,449 39,449 39,449 51,240 39,449 14,486 8,000
(1)

(2) 9,173 8,035 8,000 14,067 8,000 8,000 8,220 8,000 16,289 8,220 8,000 8,000 8,000 19,791 8,000 8,220 8,000

37 263 6,067 220 8,289 220 11,791 220

9,136 7,772 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000
(3) 31,449 31,449 31,449 31,449 31,449 31,449 31,449 31,449 31,449 31,449 31,449 31,449 31,449 31,449 31,449 6,266

２． 2,392 2,218 2,043 1,868 1,693 1,519 1,343 1,168 993 817 642 466 290 118
(1) 2,392 2,218 2,043 1,868 1,693 1,519 1,343 1,168 993 817 642 466 290 118

(2)
(D) 43,014 41,702 41,492 47,384 41,142 40,968 41,012 40,617 48,731 40,486 40,091 39,915 39,739 51,358 39,449 14,486 8,000
(E) 57,051 49,197 49,225 43,152 49,213 49,206 48,982 49,197 40,903 48,969 49,185 49,182 49,180 37,383 49,115 73,901 80,210
(F)
(G)
(H)

57,051 49,197 49,225 43,152 49,213 49,206 48,982 49,197 40,903 48,969 49,185 49,182 49,180 37,383 49,115 73,901 80,210
(I) 41,019 62,100 75,325 82,477 95,690 108,896 121,878 135,075 139,978 152,947 166,132 179,314 192,494 193,877 206,992 244,893 289,103
(J) 257,042 246,689 240,562 222,092 222,103 215,870 209,174 203,125 180,044 181,779 175,667 169,309 162,932 134,939 191,525 260,468 310,988

7,982 8,332 8,315 8,299 8,282 8,266 8,249 8,233 8,216 8,200 8,183 8,167 8,151 8,134 8,118 8,102 8,086
(K) 52,601 52,897 52,910 52,771 52,935 52,947 52,955 52,973 52,780 52,994 53,013 53,026 50,752 1,724 2,014 2,004 2,005

50,808 50,825 50,842 50,859 50,876 50,893 50,911 50,928 50,946 50,963 50,981 50,999 48,729

1,793 2,072 2,068 1,912 2,059 2,054 2,044 2,045 1,834 2,031 2,032 2,027 2,023 1,724 2,014 2,004 2,005
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 100,062 90,896 90,714 90,533 90,352 90,171 89,991 89,811 89,631 89,452 89,273 89,094 88,916 88,738 88,561 88,384 88,207

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

収

益

的

収

入

特 別 損 失

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

収

益

的

収

支

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益

収

益

的

支

出

営 業 費 用

動 力 費
修 繕 費

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計
そ の 他

職 員 給 与 費
基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費

R3 R8 R9 R10 R11R4 R5 R6 R7

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

R12 R13 R14 R15 R16



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）H30 R1 R2 （単位：千円）

年 度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A)

(B)

(C)

１．

２． 50,792 50,809 50,825 50,842 50,859 50,876 50,893 50,911 50,928 50,946 50,963 50,981 50,999 48,729

３．

４．

５．

(D) 50,792 50,809 50,825 50,842 50,859 50,876 50,893 50,911 50,928 50,946 50,963 50,981 50,999 48,729

(E) 50,792 50,809 50,825 50,842 50,859 50,876 50,893 50,911 50,928 50,946 50,963 50,981 50,999 48,729

１． 50,792 50,809 50,825 50,842 50,859 50,876 50,893 50,911 50,928 50,946 50,963 50,981 50,999 48,729

２．

３．

４．

(F) 50,792 50,809 50,825 50,842 50,859 50,876 50,893 50,911 50,928 50,946 50,963 50,981 50,999 48,729

(G)

(H) 659,561 608,752 557,927 507,085 456,226 405,350 354,457 303,546 252,618 201,672 150,709 99,728 48,729

○他会計繰入金 （単位：千円）
年 度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

R11

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

R4 R5 R6 R7 R8 R9R3本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R10

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

資

本

的

収

入

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

R8 R9

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

R10 R11

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

本年度 R3 R4 R5 R6 R7 R12 R13 R14 R15 R16

R12 R13 R14 R15 R16



（参考）指標分析

経営指標について、平成 29 年度の公営企業年鑑（電気事業・法適用）と比較等をすると

次のような結果となります。

 経常収支比率

経常収益÷経常費用×100 

当該年度において、料金収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利

息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標であり、単年度の収支が黒字を示す 100％以

上となっていることが必要です。

公営企業年鑑では 233.2%であり、令和 2 年度以降では修繕費見込年度を除くと 200.0％
を超え、令和 16 年度以降は減価償却費が無くなることから数値が高くなっています。 

 総収支比率

総収益÷総費用×100 

総収益と総費用を対比し企業活動における資金調達と支払い（損益）の全体的なバラン

スを示す指標であり、100%を超えることが安定経営の絶対条件です。

経常収支以外の収益・費用科目が無いことから、経常収支比率と同数値での推移となり

ます。

 流動比率

流動資産÷流動負債×100 

１年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金等がある状況を示す 100％
以上であることが必要です。

公営企業年鑑では 707.7%であり、令和 2 年度 454.7%から令和 12 年度 321.0%と推移し

流動負債での企業債償還が終える令和 13年度以降は高い数値にて推移することになります。

流動負債には建設改良費等に充てられた企業債等が含まれており、これらの財源により整

備された施設は、今後も償還・返済の原資を料金収入等により得ることが予定されており、

低い数値であっても必ずしも支払能力がないものではありません。

経常収支比率 233.2% 218.6% 191.1% 219.6% 220.1% 219.4% 221.1% 183.9% 221.0% 222.7% 223.2% 223.8% 172.8% 224.5% 610.2% 1102.6%

総収支比率 ━ 218.6% 191.1% 219.6% 220.1% 219.4% 221.1% 183.9% 221.0% 222.7% 223.2% 223.8% 172.8% 224.5% 610.2% 1102.6%

流動比率 707.7% 454.7% 420.9% 419.6% 407.7% 395.0% 383.5% 341.1% 343.0% 331.4% 319.3% 321.0% 7827.1% 9509.7% 12997.4% 15510.6%

企業債償還元金
対減価償却額比率

49.7% 161.6% 161.7% 161.7% 161.8% 161.8% 161.9% 161.9% 162.0% 162.0% 162.1% 162.2% 154.9% 0.0% 0.0% 0.0%

固定資産
対長期資本比率

68.1% 70.3% 70.9% 69.3% 68.2% 67.1% 65.6% 66.7% 63.5% 61.1% 58.1% 53.6% 42.4% 26.0% 18.9% 16.3%

R6R5 R11R10R9R8R7 R16R15R14R13R12R4R3
経営の

健全性・効率性
公営企業年鑑
(H29年度)

R2



 企業債償還元金対減価償却額比率

建設改良のための企業債元金償還金÷減価償却費×100 

公営企業は施設の建設改良費は企業債を財源とし、施設の減価償却費を財源として企業

債を償還する方法がとられています。この比率が 100%以下であれば 100%を下回るだけ内

部留保できますが 100%を超えると、この超過額だけ資金不足となり、不足分を補てんする

財源手当が必要な状態になります。公営企業年鑑では 49.7%であり、固定資産耐用年数と

起債償還年数とのバランスから令和 2 年度 161.6%から令和 13 年度 154.9%と 100.0%を超

えるため、資金不足を補てんする財源が必要となりますが、令和 14 年度以降は企業債償還

も無くなり内部留保が可能となります。

 固定資産対長期資本比率

固定資産

（資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益）
×100 

長期的に資金が拘束される固定資産を、長期的に活用可能な資本や負債（資本金・剰余

金・固定負債・繰延収益）にて調達されている割合を示し 100%以下が望ましいとされてい

ます。公営企業年鑑では 68.1%であり、令和 2 年度 70.3%から令和 16 年度 16.3%と推移し

ます。
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